
Ⅱ 住宅対策の推進のための税制

（１） 住宅取得資金等の贈与に係る特例措置の拡充（贈与税・相続税）

○ 内 容

高齢化の進展等を踏まえ、高齢者の保有する資産を次世代に円滑に移転させると

ともに、住宅投資促進の観点から、住宅取得資金等の贈与について、以下のように

特例措置を拡充する。

住宅取得資金等に係る相続時精算課税制度（仮称）の特例の創設（１）

【特例の内容】

住宅取得資金等の贈与である場合、

① 一般の非課税枠2500万円に1000万円上乗せし、3500万円まで贈与税

を非課税

② 贈与者（親）の年齢が６５歳未満である場合についても適用可能と

する。

（適用期限：平成15年1月1日から平成17年12月31日までの贈与）

【参考：相続時精算課税制度の概要】

（制度の概要）

65歳以上の親から20歳以上の子への生前贈与について、受贈者の選択によ

り、贈与時に贈与財産に対する贈与税（ 贈与税 ）を支払い、その後の相続「 」

時にその贈与財産と相続財産とを合計した価額を基に計算した相続税額から、

既に支払った「贈与税」を控除することにより贈与税・相続税を通じた納税を

することができる制度。

（税率）

贈与時に支払う贈与税については、2500万円まで非課税、2500万円を超える

部分につき、一律20％で課税。

（適用対象財産等）

贈与財産の種類、金額、使途、贈与回数については制限なし。

住宅取得資金等の贈与に係る特例措置（贈与額1500万円までの部分に（２）

ついて五分五乗方式により税額を軽減、550万円までは非課税）は、経

過措置として平成17年12月31日まで存置。



○住宅取得資金等の贈与を受ける場合の特例制度の概要

○相続時精算課税制度の非課税枠と課税対象のイメージ（現行制度との比較）
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（６５歳以上の親からの贈与に限る。）

①　父母又は祖父母からの贈与であること。
②　贈与を受けた年の合計所得額が1200万円以下。
③　過去に本特例を受けていないこと。
　　（一生に一回のみ適用可）
④　増改築等の場合は、１０００万円以上の工事
又は床面積の増加が５０㎡以上の工事であるこ
と
⑤　贈与分は相続財産に算入しない。
　　（贈与時に税負担が確定）
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②　65歳未満の父母からの贈与についても適用
可。

（特例の概要）

　父母又は祖父母からの住宅取得資金等に係る贈
与について、550万円まで非課税、1500万円まで
税額を軽減（5分5乗方式）。

（特例の概要）

選択

①　父母からの贈与であること。
②　贈与を受ける者の所得要件なし。
③　選択後は何回でも贈与可。平成１５年以前
に「住宅取得資金の贈与税特例」の適用を受
けている者も適用可。
④　増改築等の場合は、１００万円以上の工事
について適用可。
⑤ 相続時に相続税で合計の税負担を精算
　（※下図参照）

適用要件等の比較
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（２）再生賃貸住宅供給促進税制の創設（所得税、法人税）

○内 容

賃貸住宅ストックの中で特に不足している都市部におけるファミリー向け賃貸

住宅や、高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進するため、既存建築ストックを活用し

てファミリー向け又は高齢者向けの優良な賃貸住宅として再生し、供給する場合の

改良工事費について、１０％の特別償却を認める。

（参 考）

○背 景

・４大都市圏におけるファミリー世帯向け賃貸住宅ストックの不足：２５４万戸

・バリアフリー化がなされた民間賃貸住宅ストックの割合：０．３％

○効 果

・特別償却制度の創設により、住宅への転用に係る改良工事費の早期回収を支援。

・環境負荷の軽減にも寄与。

（再生賃貸住宅のイメージ）

都心部のオフィスビル等を

改良し、良質な住宅に転換

【背景】
・都市部における優良な賃貸住宅ストック
の不足
・高齢者向けの賃貸住宅ストックの不足



(３)一度転出した後再居住した場合における住宅ローン減税の再適用（所得税）

○ 内 容

住宅を取得して住宅ローン減税の適用を受けていた者が、平成15年4月1日以後
に転勤等やむを得ない事情により一時転出し、その後当該事情が解消され再び入
居した場合、再入居した年以後（再入居年に当該住宅を賃貸の用に供していた場
合はその翌年以降）の住宅ローン減税の再適用を認める。

（参 考:一時転出した場合の住宅ローン減税の適用イメージ）

（４） 高齢者向け優良賃貸住宅に係る特例措置の延長（所得税、法人税）

○ 内 容

高齢者世帯向けのバリアフリー化された良質な賃貸住宅の供給の促進を図るた
め、高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却制度の適用期限の２年間の延長を行う。

○所得税・法人税：割増償却 ５年間36/100（耐用年数35年以上50/100）

（５） 住宅用家屋の所有権の保存登記等の税率の軽減措置の延長

（登録免許税）

○ 内 容

、新築又は売買等による取得の場合における住宅用家屋に係る登録免許税につき
次の軽減税率の適用期限を２年間延長する。

（住宅用家屋を取得する場合に係る登録免許税の税率）

登記の内容 特例による軽減税率 本則税率

0.15％ 0.4%（Ｈ18.3.31までは0.2%）所有権の保存登記

0.3％ ２%（Ｈ18.3.31までは１%）所有権の移転登記

0.1% 0.4%抵当権の設定登記

○ × × × × × × × ×○

【現行】

住宅居住 転勤 再入居

（家族で転居）

○ × × × ○ ○ ○ ○ ○○

【改正後】

住宅居住 転勤 再入居

（家族で転居）

適用最終年

適用最終年

再入居の年に賃貸の用に
供していない場合に限る。

○ × × × × × × × ×○

【現行】

住宅居住 転勤 再入居

（家族で転居）

○ × × × ○ ○ ○ ○ ○○

【改正後】

住宅居住 転勤 再入居

（家族で転居）

適用最終年

適用最終年

再入居の年に賃貸の用に
供していない場合に限る。



（６）マンション建替事業に係る特例措置の拡充

(所得税、法人税、登録免許税、個人住民税、不動産取得税、特別土地保有税)

○ 内 容

今後の老朽化したマンションの増加に対応して、居住環境の良好なマンションへ

の建替えの円滑化を図るため、マンションの建替えの円滑化等に関する法律に基づ

くマンション建替事業に係る税制上の特例措置を拡充する。

１．所得税・法人税

・買取請求により建替組合に権利を買い取られて転出する者の譲渡所得に係る

１，５００万円特別控除及び軽減税率

・一定のマンション建替事業のために隣接施行敷地を譲渡し転出する者の譲渡所

得に係る軽減税率

２．登録免許税

・建替組合が買取請求により取得する権利に対する非課税

３．個人住民税

・買取請求により建替組合に権利を買い取られて転出する者の譲渡所得に係る

１，５００万円特別控除及び軽減税率

・一定のマンション建替事業のために隣接施行敷地を譲渡し転出する者の譲渡所

得に係る軽減税率

４．不動産取得税

・買取請求により建替組合に権利を買い取られて転出する者が事業を継続するた

めに取得する土地について土地価額の５分の１相当額の控除

５．特別土地保有税

・買取請求により建替組合に権利を買い取られて転出する者が事業を継続するた

めに取得する土地に対する非課税

(７) 住宅金融公庫の証券化支援業務に係る税制上の所要の措置

（所得税、個人住民税、不動産取得税）

○ 内 容

特殊法人等整理合理化計画（平成13年12月閣議決定）に基づき証券化支援業務を

導入するに当たり、同業務の円滑な実施を図るため、住宅金融公庫が住宅ローン債

権を買い取り証券化する場合においても、以下の税制上の措置の対象とする。

○住宅ローン減税制度（所得税）

○特定の居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失に係る繰越控除制度

（所得税、個人住民税）

○住宅金融公庫への形式的な所有権の移転等に対する不動産取得税の非課税措置

（不動産取得税）


